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熊本市総合保健福祉センター（仮称）整備等事業 実施方針 
 
 
熊本市（以下「市」という。）は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に

関する法律」平成１１年法律第１１７号 改正平成１５年法律第１３２号（以下「ＰＦＩ法」

という。）第５条第３項の規定により、熊本市総合保健福祉センター（仮称）整備等事業（以

下「本事業」という。）の実施に関する方針（以下「実施方針」という。）について公表する。 

 

平成１７年３月３１日 

熊本市長 

幸山 政史 
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Ⅰ 特定事業の選定に関する事項 
 
１ 事業内容に関する事項 
(１) 事業名称 

  熊本市総合保健福祉センター（仮称）整備等事業 
 
(２) 本事業における公共施設の機能 

本事業における施設「熊本市総合保健福祉センター（仮称）」（以下、「総合保健福祉セン

ター」という。）は以下の５つの機能等により構成される。 
   ア 熊本市保健所 
   イ 中央保健福祉センター 
   ウ こども総合相談室（仮称） 
   エ こどもの発達支援センター（仮称） 
   オ 市民協働の広場（仮称） 
 
(３) 公共施設等の管理者の名称 

    熊本市長 幸山 政史 
 

(４) 本事業の目的 

    熊本市大江５丁目１番４０号の敷地の一部を活用して、熊本市保健所、中央保健福祉セ

ンター、こども総合相談室（仮称）、こどもの発達支援センター（仮称）、市民協働の広場

（仮称）の５機能を備えた複合施設となる総合保健福祉センターを整備し、もって市民へ

の保健福祉サービスの充実を図る。 
    また、本事業の実施にあたってはＰＦＩ手法を用い、民間の能力を積極的に活用するこ

とで、効率的な施設の整備、維持管理及び運営を行うとともに、地元企業を参画させるこ

とで、ＰＦＩ事業のノウハウの蓄積を図り、地元企業の育成を目指す。 
 

(５) 事業者の業務範囲 

    本事業は、ＰＦＩ法に基づき、事業者が総合保健福祉センターの設計・建設を行うとと

もに、維持管理・運営を遂行することを業務範囲とする。また、事業者の主要な業務は以

下のとおりである。  
    なお、具体的な業務の内容については、別添資料「熊本市総合保健福祉センター（仮称）

整備等事業設計・建設等業務要求水準書（案）」（以下「設計・建設等業務要求水準書（案）」

という。）、及び「熊本市総合保健福祉センター（仮称）整備等事業 維持管理・運営業務

要求水準書（案）」（以下「維持管理･運営業務要求水準書（案）」という。）を参照のこ

と。 

 

ア 施設の設計・建設等業務 
(ｱ) 地質調査等事前調査業務及びその関連業務 
(ｲ) 施設整備に係る設計（基本設計・実施設計）及びその関連業務  
(ｳ) 施設整備に係る建設工事及びその関連業務 
(ｴ) 附帯設備（什器・備品を含む）の設置工事及びその関連業務 
(ｵ) 工事監理業務 
(ｶ) 周辺家屋影響調査及び対策 
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(ｷ) 電波障害調査及び対策 
(ｸ) 開発許可、建築確認等の手続業務及びその関連業務  
(ｹ) 施工完成検査業務 
(ｺ) 完成後の所有権移転業務 
イ 施設の維持管理保守業務 

(ｱ) 建築物保守管理業務 
(ｲ) 建築設備保守管理業務 
(ｳ) 植栽・外構施設保守管理業務 
(ｴ) 駐車場保守管理業務 
(ｵ) 清掃業務 
(ｶ) 保安警備業務 

   ウ 施設の一部運営業務 
(ｱ) 総合受付案内業務 
(ｲ) 郵便物整理業務 

 

(６) 事業者の収入 

    市は、事業者が実施する本事業に要する費用（当施設の設計・建設業務、維持管理保守

業務及び一部運営業務にかかる金額）について、事業契約書の規定に従い物価変動等を勘

案して定める額を維持管理・運営の事業期間にわたり事業者に支払う。 

 

(７) 事業方式 

    本事業は、ＰＦＩ法に基づき実施するものとし、事業者が市の所有する土地に総合保健

福祉センターを設計・建設した後に、市に当施設を引渡し、事業期間中に係る維持管理・

運営業務を実施するＢＴＯ（Build, Transfer and Operate）方式とする。 

 

(８) 事業期間 

    本事業の事業期間は、事業契約締結の日から２２年間（設計・建設２年間、維持管理・

運営２０年間）とする｡  
 

(９) 事業日程（予定） 

     日  程 内  容 
平成１８年４月上旬から 
平成２０年２月下旬まで 

施設の設計・建設 

平成２０年２月末 施設の所有権移転 

平成２０年４月上旬 施設の供用開始 

平成２０年４月上旬から 
平成４０年３月末まで 

当施設の維持管理・運営 
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 (10) 法令等の遵守 

本事業の実施にあたっては、次の関係法令等を遵守すること。 

 

 ア 法令・施行令・施行規則等 

(ｱ) 地域保健法 

(ｲ) 医療法 

(ｳ) 建築基準法 

(ｴ) 建築士法 

(ｵ) 消防法 

(ｶ) 屋外広告物法 

(ｷ) 高圧ガス保安法 

(ｸ) ガス事業法 

(ｹ) 駐車場法 

(ｺ) 水道法 

(ｻ) 下水道法 

(ｼ) 宅地造成等規制法 

(ｽ) 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

(ｾ) 都市計画法 

(ｿ) 高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（ハ

ートビル法） 

(ﾀ) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル管理法） 

(ﾁ) 労働安全衛生法 

(ﾂ) 警備業法 

(ﾃ) 電気事業法 

(ﾄ) 水質汚濁防止法 

(ﾅ) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

(ﾆ) 大気汚染防止法 

(ﾇ) 騒音規制法 

(ﾈ) 振動規制法 

(ﾉ) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

(ﾊ) エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネルギー法） 

(ﾋ) 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法） 

(ﾌ) 文化財保護法 

(ﾍ) その他関連法規 

 
 イ 条例等 

   (ｱ) 熊本市開発許可の基準等に関する条例 
(ｲ) 熊本市における建築物に附置する駐車施設に関する条例 
(ｳ) 熊本市都市景観条例 
(ｴ) 熊本市緑地の保全及び緑化の推進に関する条例 
(ｵ) 熊本市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 
(ｶ) 熊本市下水道条例 
(ｷ) 熊本市地下水保全条例 
(ｸ) 熊本市火災予防条例 
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(ｹ) 熊本市環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４００１） 
(ｺ) 熊本県やさしいまちづくり条例 
(ｻ) 熊本県ユニバーサルデザイン建築ガイドライン 
(ｼ) 熊本県生活環境の保全等に関する条例 
(ｽ) 熊本県地下水保全条例 
(ｾ) その他関係条例 

 
２ 特定事業の選定及び公表に関する事項 

(１) 選定方法 

本事業について、業務の質が担保されることを前提としたうえで、従来型の手法によ

り実施した場合に比べて、ＰＦＩ の手法により実施することが財政資金の効率的・効果

的活用が図られることが見込まれる場合に限り、特定事業として選定する。 

 

(２) 選定基準・手順 

次の手順により客観的評価を行い、評価の結果を公表する。 

ア コスト算出による定量的評価 

本事業を市が自ら実施する場合の公共負担額とＰＦＩ事業で実施する場合の公共負担

額を算出のうえ、これを現在価値に換算し、比較することにより評価を行う。 

イ ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価 

本事業をＰＦＩ事業として実施する場合、一連の業務を民間事業者に委ねることによ

り期待される効果を定性的な観点から評価する。 

ウ 上記ア及びイを踏まえたＶＦＭ（Value for Money）の検討による総合的評価 

上記の定量的評価及び定性的評価並びに本実施方針に関する質問、及び意見等を総合

的に勘案したうえで、次のいずれかが期待できる場合に特定事業として選定する。 

① 公共サービスが同一水準にある場合において事業期間全体を通じた公的財政負担の

縮減が期待できること。 

② 公的財政負担が同一の水準にある場合において公的サービスの水準の向上を期待で

きること。 

 

(３) 選定結果の公表方法 

前項の選考基準・手順に基づき本事業を特定事業として選定した場合は、ＶＦＭの評

価を明らかにしたうえで、平成１７年５月２７日に市ホームページにて公表する。 

なお、特定事業の選定を行わない場合にあっても同様に公表する。 
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Ⅱ 民間事業者の募集及び選定に関する事項 
 
１ 事業者選定の方法 

事業者の募集及び選定の方法は、総合評価一般競争入札（地方自治法施行令第１６７条の

１０の２）によるものとする。審査は二段階で実施し、第一次審査の結果により、事業提案

書提出者を決定する。 

 

２ 事業者の募集及び選定の日程（予定） 
日  程 内 容 

平成１７年３月３１日（木） 実施方針等の公表 
平成１７年４月 ５日（火） 実施方針等に関する説明会 
平成１７年３月３１日（木） 

～４月１５日（金） 
実施方針等に関する質問及び意見受付 

平成１７年４月２８日（木） 応募者の資格要件(建設業務にあたる者)等の追加 
平成１７年５月１３日（金） 実施方針等に関する質問回答等公表 
平成１７年５月２７日（金） 特定事業の選定・公表 
平成１７年 ６月下旬 入札公告 
平成１７年 ６月下旬 入札説明書等に関する質問受付 
平成１７年 ７月下旬 入札説明書等に関する質問回答公表 
平成１７年 ８月上旬 参加表明、資格確認申請の受付（第一次審査） 
平成１７年 ９月上旬 資格審査結果（第一次審査通過者）の通知 
平成１７年１１月上旬 提案書の受付（第二次審査） 
平成１７年１２月中旬 落札者の決定・公表 
平成１８年 ２月上旬    仮契約の締結 
平成１８年 ３月下旬 事業契約の締結 

 

 

 

３ 事業者の募集手続等 

(１) 実施方針等の公表、説明会 

本事業への事業者の参入促進に向け、実施方針等を閲覧に供するとともに、実施方針

等に関する説明会を下記により開催し、事業の内容、募集及び選定に関する事項等につ

いて市の考え方を説明する。 

 

＜説明会＞ 

ア 開催日時等 

日 時 平成１７年４月５日（火）午後１時３０分～ 

 場 所 
市役所別館（自転車駐車場）７階会議室 

（市役所別館の所在地：熊本市花畑町９番１号） 

連絡先 
健康福祉政策課 総合保健福祉センター開設準備室 

（電話）096-328-2345 （担当者）岩崎 
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イ 注意事項 

説明会当日は、実施方針（様式、添付資料含む）、設計・建設等業務要求水準書（案）、

維持管理・運営業務要求水準書（案）は特に配布しないので、市ホームページからダウ

ンロードして持参すること。 

http://www.city.kumamoto.kumamoto.jp/(市ホームページアドレス) 

 

ウ 参加申込方法 

本実施方針等に関する説明会に参加を希望する者は、下記により申込みを行う。 

参加申込期限 平成１７年４月４日（月） 午後５時まで 

受付方法 電子メールによる送信にて受け付ける 

申込書の様式 

説明会の参加希望については、Microsoft Word で作成し、様式１の

書式を用い、添付ファイルとして電子メールにて下記提出先に送信する

こと。その際、電子メールの件名は“ＰＦＩ説明会”とすること。 

なお、説明会への参加人数については１社２名までとする。 

申込書提出先 kenkoufukushiseisaku@city.kumamoto.lg.jp

 

＜実施方針等の閲覧＞ 

   市ホームページで公表するものと同じものを閲覧することができる。 

閲覧期間 平成１７年３月３１日（木）～４月１５日（金） 

ただし、土、日、祝日を除く 

閲覧時間 午前９時～午後１２時及び午後１時～午後５時 

閲覧場所 市庁舎１３階 健康福祉政策課 総合保健福祉センター開設準備室

 

(２) 実施方針等に関する質問、意見受付、実施方針等に関する質問回答公表 

実施方針等の記載内容に関する質問回答については下記により行う。 

 

＜実施方針等に関する質問・意見の提出＞ 

受付期間 平成１７年３月３１日（木）～ ４月１５日（金）午後５時必着 

受付方法 電子メールによる送信、郵送等にて受け付ける 

 

 

 

質問書･意見書

の様式 

質問または意見の内容を簡潔にまとめ、Microsoft Word で作成し、

質問については様式２、意見については様式３の書式を用い、添付ファ

イルとして電子メールにて下記提出先に送信すること。その際、電子メ

ールの件名は“ＰＦＩ質問”又は“ＰＦＩ意見”とすること。 

なお、電子メール送信の後、土曜、日曜を除く24時間以内に当該電子

メール到着の確認に関する返信がない場合は、速やかに下記問い合わせ

先まで連絡すること。 

郵送等の場合も、上記と同様の書式にて提出し、到着の確認を下記問

合せ先まで連絡すること。 

提出先アドレ

ス 
kenkoufukushiseisaku@city.kumamoto.lg.jp

電子メール等到

着確認に関する

問い合わせ先 

健康福祉政策課 総合保健福祉センター開設準備室 

（電話）０９６－３２８－２３４５ 

http://www.city.kumamoto.kumamoto.jp/(�F�{�s�z�[���
mailto:kenkoufukushiseisaku@city.kumamoto.lg.jp
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＜実施方針等に関する質問回答＞ 

質問に対する回答は、市ホームページで公表する。 

公 表 日 平成１７年５月１３日（金） 

ホームページアドレス http://www.city.kumamoto.kumamoto.jp/

 

＜実施方針等に関する質問回答の閲覧＞ 

市ホームページで公表するものと同じものを閲覧することができる。 

閲覧期間 平成１７年５月１３日（金）～５月２７日（金） 

 ただし、土、日、祝日を除く 

閲覧時間 午前９時～午後１２時及び午後１時～午後５時 

閲覧場所 市庁舎１３階 健康福祉政策課 総合保健福祉センター開設準備室 

 

  (３) 実施方針等に関する意見等に関するヒアリング 

     提出のあった意見等は、原則として公表しない。ただし、公表することについて承諾

を得た意見等については、平成１７年５月１３日に市ホームページにて公表する。 

            なお、事業者等から提出のあった意見等のうち、必要と判断した意見等については直

接ヒアリングを行うことも予定している。 

 

(４) 実施方針の変更 

実施方針公表後における民間事業者等からの意見を踏まえ、特定事業の選定までに、

実施方針の内容を見直し、実施方針の変更を行うことがある。 

なお、変更を行った場合は、速やかに、その内容を市ホームページで公表する。 

 

(５) 特定事業の選定 

市は、実施方針等に対する民間事業者等からの意見等を踏まえ、本事業がＰＦＩ事業

として実施すべき事業か否かを評価し、ＰＦＩ事業として実施することが適切であると

判断した場合には、本事業を特定事業として選定し、その結果を市ホームページで公表

する。また、特定事業の選定を行わなかった場合も同様に公表する。 

 

(６) 入札公告 

市は､特定事業の選定を行った場合は、実施方針等に対する民間事業者等からの意見等

を踏まえ、入札公告（入札説明書、設計・建設等業務要求水準書、維持管理･運営業務要

求水準書、落札者決定基準、事業契約書（案）等を含む。以下「入札説明書等」という。）

を市の掲示場及び市ホームページで公表する。 

 

(７) 入札公告に関する質問受付及び回答公表 

入札公告に関する内容について質問回答を行うものとする。具体的な日程等は、入札

説明書等にて提示する。 

 

(８) 参加表明書、資格確認申請の受付（第一次審査）及び資格審査結果の通知 

応募者に参加表明書及び第一次審査に必要な書類の提出を求める。第一次審査の結果

は応募者に通知する。 

なお、参加表明書の提出方法・時期、第一次審査に必要な書類の詳細等については、

入札説明書等にて提示する。 

http://www.city.kumamoto.kumamoto.jp/
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 (９) 提案書の受付 

第一次審査通過者（以下､「入札参加者」という。）に対し、入札説明書等に基づき本

事業に関する事業計画の提案内容を記載した提案書の提出を求める。提案書の審査にあ

たって、必要であると判断した場合は入札参加者に対しヒアリングを行うこともある。 

なお、提案書の提出方法・時期、提案に必要な書類の詳細等については、入札説明書

等にて提示する。 

 

(10) 落札者の決定・公表 

提案書の審査により落札者を決定し、入札参加者に通知するとともに、選定結果及び

評価結果について、市ホームページで公表する。 

 

(11) 仮契約の締結、事業契約の締結 

落札者が本事業を実施するために設立した特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）

と仮契約を締結し、議会の議決を経た後、事業契約を締結する。 

 

 

４ 応募者等の備えるべき参加資格要件 

(１) 応募者の構成等 

応募者は、本施設の設計業務にあたる者、本施設の建設業務にあたる者、本施設の維

持管理保守業務にあたる者、本施設の運営業務にあたる者等により構成されることを基

本とし、一企業（以下「応募企業」という。）とすることも複数の企業で構成されるグ

ループ（以下「応募グループ」という。）とすることも可能とする。 

応募者は、参加表明書等の提出時には、応募企業又は応募グループを構成する企業（以

下「構成員」という。）の担当する業務について明らかにし、併せて、構成員の中から、

代表する企業（以下「代表企業」という。）についても明記すること。ただし、一部の

業務を構成員以外の企業に委託する場合には、当該業務を実施させる企業を協力企業と

し、同様にその担当する業務についても明らかにすること。 

なお、応募者は、以下の要件を満たすこと。 

ア 参加表明書の提出時に代表企業名を明記し、必ず代表企業が応募手続きを行うこと。     

イ 参加表明書により参加の意思を表明した応募者の構成員及び協力企業の変更は認め

ない。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、市と協議を行うこと。 

ウ 応募者の構成員及び協力企業は、他の応募者の構成員及び協力企業とはなれない。

ただし、市が事業者との基本協定書を締結後、選定されなかった応募者の協力企

業が、事業者の業務等を支援及び協力することは可能である。 

エ 応募者の構成員または協力企業のうち、一者以上は必ず、熊本市の区域内に主たる

事務所（本店等）を有する者であること。 

 

 (２) 応募者の参加資格要件 

応募者の構成員及び協力企業のうち、設計、建設、工事監理及び維持管理の各業務にあ

たる者は、それぞれ次の要件を満たすこと。 
ア 設計業務にあたる者 

(ｱ) 平成１７年度熊本市工事競争入札参加有資格者名簿に登載されていること。 

(ｲ) 建築士法第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。 
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イ 建設業務にあたる者 

(ｱ) 平成１７年度熊本市工事競争入札参加有資格者名簿に登載されていること。 

(ｲ) 建設業法第１５条の規定に基づく建築一式工事に係る特定建設業の許可を有するも

のであること。 

(ｳ) 市内業者については、建築、電気、管の各工種において平成１７年度熊本市工事競

争入札参加有資格者名簿のＡランクの資格を有している者であること。市外業者につ

いては、建築、電気、管の各工種において平成１７年度熊本市工事競争入札参加有資

格者名簿のＡランクと同等の資格要件を有するものであること。同等の資格要件につ

いては、平成１７年４月２８日に市ホームページにて公表する。 

(ｴ) 平成７年度以降に６，０００㎡以上の建築物に係る工事の実績を有していること。 

ウ 工事監理業務にあたる者 

(ｱ) 平成１７年度熊本市工事競争入札参加有資格者名簿に登載されていること。 

(ｲ) 建築士法第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。 

(ｳ) 建設業務にあたる者と兼ねていないこと。 

エ 維持管理業務にあたる者 

 (ｱ) 平成７年度以降に事務所、店舗、病院等における維持管理業務を行った実績を有し

ていること。 

 

  (３) 応募者等の制限 

以下に該当する者は、応募者の構成員及び協力企業となれないものとする。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者。 

イ 参加資格確認基準日（入札公告日）において、熊本市工事請負契約に係る指名停止

等の措置要綱（平成７年４月１日施行）の規定に基づく指名停止措置を受けている者。 

ウ 参加申請書受付締切日現在、熊本市税（市民税（特別徴収分・普通徴収分）、法人

市民税、固定資産税・都市計画税（土地・家屋）、固定資産税（償却資産）又は事業

所税を滞納している者。また、消費税又は地方消費税を滞納している者。 

エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続き開始

の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生

手続き開始の申立てがなされている者。（会社更生法の規定に基づく更生手続き開始

の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされた者であっ

ても、手続き開始の決定後、経営事項審査を受け、市の入札参加資格審査申請書を再

度提出し、市の審査を経て有資格業者として認定され、市名簿に登録された者で更生

計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く。） 

オ 市は、本事業について、アドバイザリー業務を委託する予定であるが、このアドバ

イザリー業務を受託する者並びに当該受託者が本アドバイザリー業務において提携関

係にある者又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関連がある者。 

なお、アドバイザリー業務委託契約の相手方等については、平成１７年４月２８日

に市ホームページで公表する。 

カ 熊本市総合福祉センター（仮称）ＰＦＩ事業者審査委員会（以下、「審査会」という。）

の委員が属する企業、又はその企業と資本面若しくは人事面において関連がある者。 

  なお、審査会の委員については、入札説明書等で公表する。 

キ 審査会の委員に対し、事業者選定に関して自己に有利になる目的のため、不正な働

きかけを行った者。 
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（※１）開札日の翌日から落札者決定日までの間に、応募者の構成員又は協力会社が上記（２）に示

す資格を欠くに至った場合、又は上記(３)に示す制限に該当する事態が生じた場合には、市

は当該応募者を落札者決定のための審査対象から除外する。 

（※２） 「オ」及び「カ」において、「資本面において関連のある者」とは当該企業の発行済株式総

数の100 分の50 を超える株式を有し、又はその出資の総額の100分の50を超える出資をして

いる者をいい、「人事面において関連のある者」とは、当該企業の代表権を有する役員を兼

ねている者をいう。 

 

(４) 参加資格確認基準日 

参加資格確認基準日は平成１７年６月下旬（入札公告日）とする。 

     なお、参加資格確認基準日（入札公告日）については、平成１７年５月２７日（金）

市ホームページで公表する。 

 

５ 審査及び選定に関する事項 

(１) 審査会の設置 

事業提案の審査は、透明性及び公平性を確保することを目的として設置した審査会に

おいて行う。 
 

(２) 審査内容 

     審査会は次の内容により、事業提案に係る審査を行う。具体的な審査基準（落札者決

定基準）については、入札説明書等と併せて公表する。 
ア 第一次審査 

(ｱ) 応募者の適格審査（参加資格要件等の確認審査） 
(ｲ) 簡易提案書類審査（事業遂行能力等に関する審査） 
 
イ 第二次審査 

(ｱ) 入札価格審査 

(ｲ) 提案書類審査（事業計画、施設計画、地域経済への貢献度等に関する審査） 

 

(３) 選定事業者の決定 

市は、審査会での審査結果をもとに落札者を決定し、その結果を公表するとともに落札

者と協定書を締結する。その後、当該落札者が設立したＳＰＣと仮契約を締結し、議会の

議決を経た後、事業契約を締結する。 

ただし、落札者決定日の翌日から事業契約締結前までの間に、落札者の構成員または協

力企業が、４-（２）に示す資格を欠くに至った場合または４-（３）に示す制限に該当す

る事態が生じた場合には、この限りではない。 

 

６ 審査結果及び評価の公表方法 

審査の結果及び評価については、市ホームページで公表する。 

                              

７ ＳＰＣの設立に関する要件 

ア 本事業に係る事業者選定の結果、落札者として決定された応募者は、仮契約締結まで

に商法（明治３２年法律第４８号）に定める株式会社として本事業を実施するＳＰＣを

熊本市内に設立するものとする。 
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   イ 構成員はＳＰＣに出資を行うこと。また、構成員以外の者がＳＰＣの出資者となるこ 

とは可能であるが、全事業期間において、構成員全体での出資比率合計はＳＰＣの全

株式の５０％超とする。なお、代表企業はその出資割合を最大とすること。 

ウ 構成員は、市の事前の書面による承諾がある場合を除き、保有株式の譲渡、担保権等

の設定その他一切の処分を行ってはならない。 

 

８ 提出書類の取扱い 

(１) 著作権 

入札提出書類に含まれる著作物の著作権は、入札参加者に帰属する。 

ただし、公表、展示その他市が本事業に関し、必要と認める用途に用いる場合は、市

はこれを無償で使用できるものとする。 

また、契約に至らなかった入札参加者の提案については、本事業の公表の目的以外に

は使用しないこととし、提出を受けた資料の返却は行わない。 

 

(２) 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づい

て保護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法、維持管理方法等を

使用した結果生じた責任は、原則として提案を行った入札参加者が負う。 
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Ⅲ 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

 

１ 予想される責任及びリスクの分類と官民間での分担 

(１) 責任分担の考え方 

本事業における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することにより、より低廉

で質の高いサービスの提供を目指すものであり、選定事業者が担当する業務については、

選定事業者が責任をもって遂行し、業務に伴い発生するリスクについては、原則として

選定事業者が負うものとする。ただし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事項に

ついては、市が責任を負うものとする。 

(２) 予想されるリスクと責任分担 

市と選定事業者の責任分担は、原則として別紙１リスク分担表（案）によることとし、

民間事業者からの意見等を踏まえ、必要な事項については入札説明書等にて提示する。 

 

２ 提供されるサービス水準 

本事業において実施する業務の要求性能及びサービス水準については、「設計・建設等業

務要求水準書」及び「維持管理･運営業務要求水準書」として提示する。 

 

３ 選定事業者の責任の履行に関する事項 

選定事業者は、事業契約書（案）に基づき作成された事業契約書に従い、誠意をもって責

任を履行する。 

特に、高齢者・身体障害者等が円滑に利用できるよう配慮し、段差の解消や視覚障害者誘

導ブロック等を考慮した施設とすること。また、当施設利用予定者等の意見を聴取し、それ

を設計に反映させ、要求水準書の範囲内でより利用しやすいものにしなければならない。 

 

４ 市による実施状況のモニタリング等 

(１) モニタリングの実施 

市は、選定事業者が業務を確実に遂行し、「設計･建設等業務要求水準書」及び「維持

管理･運営業務要求水準書」に規定した性能及びサービス水準を達成しているか否かを確

認するため事業の実施状況についてモニタリングを実施する。 

市は、選定事業者から報告を求め、市の要求した性能に適合するものであるか否かに

ついて確認を行い、要求した性能に適合しない場合には改善を求めることができる。    
 

(２) モニタリングの時期 

ア 基本設計・実施設計時 

市は、選定事業者によって行なわれた基本設計・実施設計が、市の要求した性能に適

合するものであるか否かについて確認を行い、要求した性能に適合しない場合には、改

善を求めることができる。 
イ 工事施工時 

選定事業者は、建築基準法及び建築士法に規定される工事監理者を設置し、工事監理

を行い、定期的に市から工事施工、工事監理の状況の確認を受ける。また、市が要請し

たときは、選定事業者は、工事施工の事前説明及び事後報告を行うとともに、市はいつ

でも工事現場での施工状況の確認を行うことができる。 

市は、その内容について、市の要求した性能に適合するものであるか否かについて確

認を行い、要求した性能に適合しない場合には改善を求めることができる。 
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ウ 工事完成・施設引渡時 

選定事業者は、施工記録を用意して、現場で市の確認を受ける。この際、市は、施設

の状態が事業契約書に定められた水準を満たしているか否かについて確認を行う。 

確認の結果、事業契約書において定められた水準を満たしていない場合には、市は補

修又は改造を求めることができる。 

エ 施設供用開始後（維持管理・運営段階） 

市は、維持管理・運営段階において、定期的に業務の実施状況を確認する。確認の結

果、事業契約書において定められた水準を満たしていない場合には、市は改善を求める

ことができる。 

 

(３) モニタリングの方法 

モニタリングの具体的な方法については、入札説明書等にて提示する。 
 

（４） 選定事業者に対する支払額の減額等 

モニタリングの結果、事業契約書で定められた要求水準が維持されず、改善されない

場合、市は選定事業者に対して支払額を減額することができる。減額の考え方について

は、入札説明書等にて提示する。 
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Ⅳ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 
                  
１ 施設の立地条件  

予定地 熊本市大江５丁目１番４０号 

敷地面積 ５，２７９．２０㎡ 
用途地域 商業地域 

区域 都市計画区域、市街化区域 

建ぺい率 ９０％（角地緩和による） 

容積率 ４００％ 

防火指定 準防火地域 

駐車場法 駐車場整備地区外 

文化財関係 文化財埋蔵区域（大江遺跡群） 

敷地隣接道路 

（南側）県道熊本高森線 幅員３６ｍ 

（西側）市道幅員６ｍ 

 ただし、現況幅員は対向地の私道を含み１０.５～１１.５ｍ 

 
２ 施設規模 
建築延べ面積 ７，５００㎡程度 
 

３ 土地に関する事項 

土地は、市所有地である。 

なお、本敷地内の西側角地に交通局変電所が稼動しており、平成１９年６月までに移設し、

解体する予定である。 
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Ⅴ 事業契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 
  
市と選定事業者との間で締結する事業契約の解釈について疑義が生じた場合、市と選定事業

者は、誠意をもって協議するものとし、協議が整わない場合は、事業契約書に規定する具体的

措置に従う。また、事業契約に関する紛争については、熊本地方裁判所を合意による第一審の

専属管轄裁判所とする。 
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Ⅵ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 
 
  本事業において、その運営が適切に行われるために、予定された期日までに施設等整備が行

われ、継続して維持管理業務が行われることが必要である。そのため、事業の継続が困難とな

った場合には、次の措置を講じる。 
 
１ 事業者の責めに帰すべき理由により事業の継続が困難となった場合の措置 

(１) 選定事業者の提供するサービスが事業契約に定める市の要求水準を下回る場合、その
他、事業契約で定める選定事業者の責めに帰すべき理由により債務不履行又はその懸念

が生じた場合、市は、選定事業者に対して、修復勧告を行い、一定期間内に修復策の提

出及び実施を求めることができる。選定事業者が当該期間内に修復をすることができな

かったときは、市は、事業契約を解約することができる。 
(２) 選定事業者が倒産し、又は財務状況が著しく悪化し、その結果、事業契約に基づく事業
の継続的履行が困難と合理的に考えられる場合、市は、事業契約を解約することができ

る。 
(３) 前２項の規定により、市が事業契約を解約した場合、選定事業者は市に生じた損害を賠
償しなければならない。 

 
２ 市の責めに帰すべき理由により事業の継続が困難となった場合の措置 

(１) 市の責めに帰すべき事由に基づく債務不履行により事業の継続が困難となった場合、選
定事業者は事業契約を解約することができる。 

(２) 前項の規定により選定事業者が事業契約を解約した場合、市は、選定事業者に生じた損
害を賠償する。 

 
３ 当事者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困難となった場合の措置 

   不可抗力その他市並びに選定事業者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が

困難となった場合には、市並びに選定事業者は事業継続の可否について協議する。一定の期

間内に協議が整わないときは、それぞれの相手方に事前に書面によるその旨の通知をするこ

とにより、市並びに選定事業者は、事業契約を解約することができる。 
 
４ 金融機関と市との協議 

   本事業の安定的な継続を図るために、市は必要に応じて一定の事項について、あらかじめ

選定事業者に本事業に関して資金を融資する金融機関と適切な取決めをするための協議を行

う予定としている。 
 
５ その他 

   その他、本事業の継続が困難となった場合の措置の詳細は、事業契約書に定める。 
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Ⅶ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 
 

１ 法制上及び税制上の措置に関する事項 

現時点では､本事業に関する法制上及び税制上の措置等は想定していない。ただし、今後、

法制や税制の改正により措置が可能となる場合は、市は可能な範囲で必要な協力を行う。 

 

２ 財政上及び金融上の支援に関する事項 

   市は、選定事業者に対する補助、出資、保証等の支援は行わない。 

 

３ その他の支援に関する事項 

  その他の支援については、以下のとおりとする。 

(１) 市は、事業実施に必要な許認可に関し、必要に応じて協力を行う。 

(２) 法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、市と選定事業者

で協議を行う。 
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Ⅷ その他特定事業の実施に関し必要な事項 
 
１ 議会の議決 

   債務負担行為の設定に関する議案を平成１７年第２回熊本市議会定例会に、事業契約に関

する議案を平成１８年第１回熊本市議会定例会に提出予定である。 
 
２ 情報公開及び情報提供 

「熊本市情報公開条例」に基づき情報公開を行い、情報提供は、適宜、市ホームページで

行う。 

 

３ 応募に伴う費用負担 

応募に伴う費用は、すべて応募者の負担とする。 

 

４ 連絡先 

   本実施方針に関する問い合わせ先は、下記のとおりとする。 

郵便番号  860－8601 （熊本市役所専用郵便番号につき住所の記載は省略できる。） 

住  所  熊本市手取本町１番１号 

健康福祉政策課 総合保健福祉センター開設準備室 

（担当）岩崎、黒部 

電  話     096-328-2345 

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ   096-351-2183 

電子メール  kenkoufukushiseisaku@city.kumamoto.lg.jp

mailto:kenkoufukushiseisaku@city.kumamoto.lg.jp

